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（案） 

 
はじめに 

愛知県環境影響評価条例（平成1 0年愛知県条例第4 7号。以下「条例」

という。）の施行以降、愛知県における環境影響評価制度は円滑に運用

され実効を挙げてきたところであるが、「鉱物の掘採の事業」（以下「鉱

物掘採事業」という。）については、既に条例で対象となっている「土

石の採取の事業」（以下「土石採取事業」という。）と環境影響に関し

て類似の開発事業であり、また大規模な事業計画が想定されることか

ら、知事から平成1 8年９月に条例の対象事業に追加することについて

諮問を受け、本総合政策部会に審議が付託された。  
 
１ 環境影響評価条例の実施状況  

県においては、平成1 0年７月に環境審議会から「愛知県における

環境影響評価制度のあり方について」の答申を受け、平成1 0年 1 2月

に現在の条例を公布し、平成1 1年６月から全面施行している。 

条例では、規模が大きく環境影響の程度が著しいものとなるおそ

れがある事業として、環境影響評価法（平成９年法律第8 1号）の対

象事業のほか、本県の自然的社会的状況を考慮し、旧愛知県環境影

響評価要綱の対象事業であった下水道終末処理場の設置の事業や、

当時、大規模な事業計画があった土石採取事業などを加えた1 9の事

業を対象としている。 

今日、条例を施行してから７年を経過したが、この間県では、環

境影響評価法対象事業５件、条例対象事業６件について審査・指導

が行われている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
○  道路、ダムの新築その他河川工事、鉄道、飛行場、発電所、廃

棄物処理施設、下水道終末処理場、工場・事業場等の建設、埋立

て・干拓、土地区画整理事業、新都市市街地開発事業、新都市基

盤整備事業、流通業務団地の造成、農用地の造成、レクリエーシ

ョン用地の造成、工業団地の造成、住宅団地の造成、土石の採取、

複合開発事業  

＊  条例対象事業  
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２ 対象事業の追加 

現行条例では、「土石採取事業」は対象となっているが、「土石採

取事業」と環境影響に関して類似の開発事業である「鉱物掘採事業」

については、条例の対象事業とはなっていない。 

しかしながら、県内では最近大規模な鉱物採取事業の計画が明ら

かになったこともあり、自然環境の保全に対する懸念も惹起されて

いる。また、「鉱物掘採事業」については、全国では約４割の都道府

県が既に環境影響評価条例の対象としている。 

こうしたことから、「鉱物掘採事業」の追加の必要性について以下

のとおり整理した。  
なお、条例の対象となっていない他の開発事業については、土地

改変の規模や環境影響の程度、県内における事業の実施状況や動向

などから、当面、条例の対象事業に追加する状況にはないと考えら

れる。  
 

 

 

 

 

（１）鉱物掘採事業の特性 

「鉱物掘採事業」は、資源として有用な鉱物を掘採し、必要に

応じて選鉱、製錬を行い、工業用の原料を生産する事業である。

掘採事業地には、鉱物を掘採する場所のほか、選鉱場、製錬場、

尾鉱（廃土）置場、製品仮置場、廃水処理場などの関連施設も併

設される場合が見られる。 

鉱業法（昭和2 5年法律第289号）では、4 1種の鉱種が適用鉱物と

して規定されているが、現在、県内で鉱業権の設定されている鉱

物のほとんどがけい石（珪砂）及び耐火粘土である。 

 
 
 
 
 
 
 

 
○  金鉱、銀鉱、銅鉱、そう鉛鉱、すず鉱、アンチモニー鉱、水銀
鉱、亜鉛鉱、鉄鉱、硫化鉄鉱、クローム鉄鉱、マンガン鉱、タン
グステン鉱、モリブデン鉱、ひ鉱、ニッケル鉱、コバルト鉱、ウ
ラン鉱、トリウム鉱、りん鉱、黒鉛、石炭、亜炭、石油、アスフ
ァルト、可燃性天然ガス、硫黄、石こう、重晶石、明ばん石、ほ
たる石、石綿、石灰石、ドロマイト、けい石、長石、ろう石、滑
石、耐火粘土（ゼーゲルコーン番号 3 1以上の耐火度を有するもの
に限る。）及び砂鉱（砂金、砂鉄、砂すずその他ちゅう積鉱床を
なす金属鉱をいう。）  

 
○  事業の種類：土石の採取の事業  
○  規模：採取に係る区域の面積が 7 5ヘクタール以上  

 

＊  土石の採取の事業（条例・施行規則での規定） 

＊  鉱業法の適用鉱物  



 3

（２）鉱物掘採事業に関係する法令 

鉱業法の適用を受ける鉱物を掘採し、取得するためには、国に

鉱業権設定の出願を行い、許可を得るとともに、事業着手に当た

っては、事業実施の基本計画に相当する施業案を作成し、国の認

可を取得する必要がある。また、必要に応じ森林法や砂防法など

他法令の許認可が必要である。  
一方、環境影響評価制度では、事業において適切な環境配慮が

なされることを確保するため、環境影響評価の結果を事業実施の

前提となる中核的な個別法の許認可に反映させることを求めてい

るが、「鉱物掘採事業」における中核的な許認可については、鉱業

法に基づく施業案の認可が該当する。  
 

一般的な鉱業法の手続 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 
 
 

 
 
 

 
 

鉱業権設定の出願  

鉱業権設定の許可  

鉱業権設定の登録  

施業案の認可申請  

施業案の認可  

他法令の許認可  
（森林法、砂防法等） 

事業着手  
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（３）鉱物掘採事業による環境影響 

「鉱物掘採事業」による環境への影響としては、掘採用機械の

稼働や製品運搬用車両の運行等による大気環境への影響、汚水の

排出による水環境への影響、掘採や廃土置場の設置に伴う地形改

変による自然環境への影響などがあり、「土石採取事業」と同程度

の環境影響を生ずる事業が想定される。  
 

鉱物掘採事業の実施により想定される環境影響 
 

           影響要因の区分  

 

 

環境要素の区分  

機
械  
等
の
稼
働  

車
両
の
運
行  

汚
水
の
排
出  

地
形
改
変
等  

大気環境（大気質、騒音、振動）  ○  ○    環 境 の 自 然 的 構 成

要 素 の 良 好 な 状 態

の保持  水環境（水質、地下水）    ○   

動物     ○  

植物     ○  

生 物 の 多 様 性 の 確

保 及 び 自 然 環 境 の

体系的保全  生態系     ○  

景観     ○  人 と 自 然 と の 豊 か

な触れ合いの確保  人と自然との触れ合い活動の場     ○  

 

（４）鉱物掘採事業の追加の必要性 

環境影響評価制度の対象とする事業の基本的な考え方は、事業

の態様等から規模が大きく環境影響の程度が著しいものとなるお

それがある事業であって、かつ、法令上、当該事業の内容の決定

に環境影響評価の結果を反映させる方途があるものについて、当

該方途を活用して環境影響評価の結果を反映させ、その実施にお

ける環境の保全上の配慮が確保されるようにするというものであ

る。  
「鉱物掘採事業」は、条例対象である「土石採取事業」と開発

事業の態様や環境影響の内容・程度等が類似しており、今後も県

内において事業の実施が想定される。また、鉱業法に基づく許認

可において、環境影響評価の結果を反映させる方途がある。  
こうしたことから、「鉱物掘採事業」を条例の対象事業に追加す

ることが適当である。  
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３ 対象事業の規模 

条例の対象事業の規模要件については、事業ごとに環境影響評価

手続の実施を必要とするかどうかを判断することになる環境影響評

価法の第二種事業の下限を参考にしつつ、地域特性や環境の状況等

を勘案して定められている。この間、条例が円滑に施行されてきて

いる状況などをみれば、現時点でこの現行条例の考え方を見直す必

要性は薄いものと思われる。 

こうしたことを踏まえ、「鉱物掘採事業」の規模の考え方について、

以下のとおり整理した。 

 

（１）規模の考え方 

ア 事業実施区域 

条例では面開発事業の対象事業の規模について、土地区画整理

事業では「施行区域」、土石採取事業では「採取に係る区域」な

どと、対象事業が実施されることになる全体の区域である「事業

実施区域」の面積をもって規定しており、具体的には「7 5ha」以

上としている。  
面開発事業である「鉱物掘採事業」の環境負荷についても、事

業実施区域に拠るものと考えることが適当であるため、規模要件

については、既に対象事業となっている面開発事業との整合性を

踏まえて設定することが必要である。  
 
イ 土地改変区域 

「鉱物掘採事業」においては、鉱物を掘採する区域（掘採区域）

だけでなく、その周辺において選鉱場、製錬場、尾鉱（廃土）置

場、製品仮置場、廃水処理場などを設置するための土地改変が一

体的に行われる。  
また、「鉱物掘採事業」は森林地域など特に自然環境の保全に

ついての配慮が求められる地域で実施されることが多い。「鉱物掘

採事業」における土地改変は、とりわけ自然環境の保全に対して

直接的な影響を及ぼす行為であり、主要な環境影響要因である。  
この点を踏まえ、環境影響の観点からは「事業実施区域」に加

えて「土地改変区域」（土地の区画又は形質の変更を伴う区域）に

ついても着目することが必要である。  
現行条例において「土地改変区域」にも着目して規模要件を定
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めている例としては、自然公園区域内の公園事業やゴルフ場開発

などの事業があり、具体的には、「事業実施区域 75ha 以上で、

37.5ha以上の土地改変を伴う場合」（※）を規模要件としている。 
すなわち、37.5ha以上の土地改変を環境影響評価の手続を実施

する必要のある環境影響の程度が著しいものとなるおそれがある

行為として捉えている。「鉱物掘採事業」の規模要件を設定する

際には、この点に留意する必要がある。  
※  条例では「造成に係る土地の面積が 75ha以上であるもの（当該土地の区

域のうち、土地の区画又は形質の変更を伴わない区域を除いた区域の面積

が 3 7 . 5 h a未満であるものを除く。）」と定めている。  

 
（２）規模の設定 

以上のとおり、「鉱物掘採事業」については、「事業実施区域」

と「土地改変区域」の２つの観点から対象事業としての規模要件

を定めることが必要である。  
その場合、環境保全上より合理的に環境影響評価手続を行わし

めるには、「事業実施区域」及び「土地改変区域」に係る規模要件

のいずれかに該当することをもって、「鉱物掘採事業」の規模要件

とすることが適当である。  
なお、これに併せ「土石採取事業」の規模要件についても同様

に改めることが適当である。  
 
 

（イメージ図）  

 

 
 
 
 
 
 

 
 

 
 

残置森林  

事業実施区域 

（規模要件の対象） 

 
≧37.5ha 

又は  

 
≧75ha  

土地改変区域 

（規模要件の対象） 
選鉱 残土処分

選鉱場  廃土置場  

掘採区域
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４ その他 

「鉱物掘採事業」では、事業に着手した後に、事業実施区域を拡

大して事業を継続することが想定される。対象規模に該当する変更

については、新たな対象事業として捉えられるものとする。  
また、経過措置規定を設けるなど所要の措置を講じる必要がある。 
なお、「土石採取事業」についても同様な取扱いとすることが適当

である。 

 
 


